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特集報文：ITを活用した賢い道路の利用 

自動車の走行データを活用した二酸化炭素排出量の可視化

長濵庸介・井上隆司
 

1．はじめに1 

2014年度における日本の二酸化炭素排出量は

12 億 6,500 万トンであり、日本全体の約 17% 

（2億1,700万トン）を運輸部門が占めている。さ

らに、このうちの約86%（1億8,700万トン）を乗

用車や貨物車等からの二酸化炭素排出量が占めて

いる（図-1）。 

COP21（気候変動枠組条約第21回締約国会議）

が2015年にパリで開催され、2020年以降の地球

温暖化対策の法的枠組みが採択された。COP21

に向けて日本が2015年7月に提出した、2020年以

降の二酸化炭素等温室効果ガス削減目標を含む

「約束草案2)」や、2016年5月に閣議決定した「地

球温暖化対策計画3)」では、2030年度の温室効果

ガスの削減目標を 2013年度比マイナス 26.0%

（36,600万 t-CO2 環境省報道発表資料 2),4)より算

定）としている。このうち運輸部門では、6,200

万t-CO2の削減が目標とされている。 

運輸部門において二酸化炭素を削減するために

は、自動車の燃料消費量を削減する必要がある。

したがって、地球温暖化対策計画の運輸部門にお

ける主な取組みとして、燃費改善や次世代自動車

の普及による削減（2,379万 t-CO2）が掲げられ

ている。一方、道路管理者が実施する交通流対策

の推進においても、100万 t-CO2を削減すること

とされている。 

交通流対策とは、幹線道路の整備や「道路を賢

く使う取組」による渋滞解消などにより、自動車

の速度を向上させ、燃費を改善するものである。

道路管理者としては、交通流対策の実施による二

酸化炭素排出量の削減効果についてモニタリング

し、その結果を新たな交通流対策の検討へ反映さ

せることが求められると考えられる。 

モニタリングでは、旅行速度や交通量を用いて

二酸化炭素排出量を推計することになるが（具体

的な推計方法は2.1に掲載）、旅行速度や交通量を

──────────────────────── 
An Advanced Method Using Road Traffic Data to 
Visualize CO2 Emissions from Vehicles 

実測することは、費用や労力の面から現実的な方

法ではない。したがって、ETC2.0プローブデー

タや民間プローブデータ等のビックデータを含む、

自動車の走行データの活用が有効である。 

そこで本研究では、自動車からの二酸化炭素排

出量のモニタリング手法の構築を目指し、自動車

の走行データを用いて、自動車からの二酸化炭素

排出量等の可視化を実施した。 

2．自動車からの二酸化炭素排出量の可視化 

2.1 可視化に用いたデータ 

自動車からの二酸化炭素排出量は、図-2に示し

た考え方で推計した。 

推計に用いた自動車の走行データは、全国の

2010年度道路交通センサス対象区間における、

2013年度～2015年度の自動車走行データ（民間

プローブデータ，ETC2.0プローブデータ，トラ

フィックカウンターデータ等）とした。また、平

均旅行速度別の二酸化炭素排出原単位は、国総研

がシャシダイナモ試験により作成した値を用いた

5)。この二酸化炭素排出原単位とは、平均旅行速

度別の自動車1km走行あたりの二酸化炭素排出量

である（乗用車貨物車別／ガソリン自動車ディー

ゼル自動車別に作成している）。平均旅行速度が

60km～70km周辺の二酸化炭素排出量は低い値

となるため、渋滞解消により速度が上昇すること

は、二酸化炭素排出量の削減に繋がることを意味

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 運輸部門における二酸化炭素排出量1) 

バス・タクシー3.4%
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2.2 可視化の項目 

可視化する項目は、様々な条件における二酸化

炭素排出量の他、二酸化炭素の変動要因が分析で

きるよう、交通量や旅行速度も把握できるよう設

定した（表-1）。 

2.3 可視化の方法 

可視化に要する処理時間の短縮化や、自動車の

走行データの追加及び集計機能の追加等、システ

ムの将来の拡張性を考慮して、あらかじめデータ

ベースに必要なデータを格納しておき、GISより

データベースに格納したデータを読み込んで地図

上に表示する構成とした（図-3）。 

図 -4に、単位道路延長当たりの月別 /平日休日

別 /時間別 /上下線別 /大型小型車別の二酸化炭素排

出量を可視化した例を示す。二酸化炭素排出量に

応じた色分け表示を行うことにより、指定の時間

における二酸化炭素排出量を容易に把握すること

が可能である。この他に、二酸化炭素排出量に変

化が見られた場合にその要因が分析できるよう、

二酸化炭素排出量の算出に用いた交通量及び旅行

速度についても、可視化や数値の抽出が行えるよ

うに設定した。さらに、メッシュ単位で道路を集

約した場合における二酸化炭素排出量の可視化

（図 -5）や、二酸化炭素排出量を過去の特定の時

点と比較した場合における差分値の可視化（図-6）

についても実施できるように設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 可視化の手順  

3．二酸化炭素排出状況の分析 

本手法を用いて、道路の整備前後における、車

線拡幅を実施した道路周辺の二酸化炭素排出状況

を分析した。分析の結果、整備後の二酸化炭素排

出量（平日 /小型車 /7時台）は、整備前と比較し

て約13%減少していることが確認された（図 -7）。

この要因としては、交通量に若干の増加が確認さ

れたが、旅行速度が上昇したことで、適用する二

酸化炭素排出原単位の値が低下し、結果として二

酸化炭素排出量は減少したものと考えられた。 

項目 集計単位

単位道路延長当たりの年間排出量

自動車台キロ当たりの年間排出量

単位道路延長当たり 月別/平日休日別/時間別/上下線別/大型小型車別

交通量 月別/平日休日別/時間別/上下線別/大型小型車別

旅行速度 月別/平日休日別/時間別/上下線別

二酸化炭素
排出量

表-1 可視化した項目  

図-2 自動車からの二酸化炭素排出量の推計方法 

自動車の走行データ

データ登録

・交通量
・旅行速度
・二酸化炭素排出量

ﾃﾞｰﾀ
ﾍﾞｰｽ GIS

データ取込、表示

可視化

データ加工、集計
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図-4 単位道路延長当たりの二酸化炭素排出量  
（二酸化炭素排出量、交通量、平均旅行速度の可視化だけでなく数値の抽出が行えるように設定） 

図-5 単位道路延長当たりの二酸化炭素排出量(2kmメッシュ表示) 
（地図の表示サイズに応じて1kmや500mメッシュでの表示が可能） 

2013年11月8時台：上り/平日/小型車 

2013年11月8時台：上り/平日/小型車 
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4．まとめ 

本研究により、自動車の走行データを活用して、

二酸化炭素排出量を視覚的かつ定量的に捉えるこ

とは、二酸化炭素排出量の程度や、その変化を把

握する際に活用が期待できることが示唆された。

一方で、今回用いた自動車の走行データには、入

手可能な時期や路線に制約があるものが含まれて

いること、道路事業の実施が自動車からの二酸化

炭素排出量の変動に影響を及ぼす範囲の客観的な

判断が難しいことなどの課題も明らかとなった。 

 今後は、現場での試行を通じて、残された課題

への対処方法を検討しつつ、本手法の現場での活

用可能性についても検討する予定である。 
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2013年11月8時台に対する2014年11月8時台の差分： 

上り/平日/小型車 

図-7 分析条件（左）と図-2の方法により推計された
二酸化炭素排出量の変化（右） 

図-6 単位道路延長当たりの二酸化炭素排出量の差分(2kmメッシュ表示) 
（地図の表示サイズに応じて1kmや500mメッシュでの表示が可能） 
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